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イノベーティブ人材育成のためのアクティブラーニング
―産業界ニーズを超えた就業力―

伊　藤　　　博

概　　要
　文部科学省は2012年から2014年にかけて産業界ニーズに対応した高等教育改革事業を施行し、
147大学が参加した。この事業の主な目的の一つにアクティブラーニング（AL）を活用した就業力
の育成がある。本稿では1）産業界で求められているスキルとは何か、2）これらのスキルがどのよ
うにして大学で養成できるのか、について説明し、3）ALを取り入れた本学（名古屋商科大学）の
授業「ビジネスプラニング実践」でどのようにこれらのスキルが育成されているのかについて事例を
紹介し、評価検証を行う。
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はじめに

　世界各国で大学卒業者の就業力の欠落が問題となっている（Australian Department of 
Education, 2006; Confederation of British Industry; Rasul et al, 2012; UNESCO, 2012）。日本では
学生の就業力向上への試みとして、2006年に経済産業省が「社会人基礎力」の概念を（経済
産業省，2014）、また2008年には文部科学省が学士力の概念を導入した（文部科学省，2008）。
2009年には文部科学省がその名も「就業力」というプロジェクトを実施し、インターンシッ
プやカウンセリングなどキャリア開発に関連したサポートを行った（角方et al., 2011）。2012
年には、この就業力プロジェクトを引き継ぐ形で「産業界ニーズに対応した教育改善・充実体
制整備事業」が始まり、147の大学が参加した。このプロジェクトの目的の一つがアクティブ
ラーニング（AL）を活用した教育力、延いては就業力の発展である。
　Drew and Mackie（2011）が述べているように、現在のALへの関心は就業パターンの変化
によるものが大きい。Laverie（2006）もALは職場で雇用者に望まれている問題解決能力やコ
ミュニケーション能力を向上させる、と説明している。これらのスキルはハーバード大学イ
ノベーション研究所の教育学者Wagner（2008）の言う七つのサバイバルスキルと重複してい
る。彼の提唱するスキルとは、1）批判的思考能力及び問題解決能力、2）恊働能力、3）アジ
リティーと適応能力、4）イニシアティブとエントレプレナーシップ、5）情報収集分析能力、
6）コミュニケーション能力、7）好奇心と想像力、である。Wagner（2012）はこれら七つの
スキルに「実験する」「リスクを冒す」「失敗に耐えうる」という三つの資質を加え、イノベー
ターに必要な能力と定義している。次節では就業力という用語について説明し、イノベーショ
ンとの関連について述べる。
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就業力とイノベーション

　就業力という言葉はいくつもの異なる解釈が可能である。例えばConfederation of British 
Industry（2013）は、「職場で変化する要求に対応し、雇用主の成功に貢献出来る能力や資質
である」、と定義している。Australian Department of Education, Employment, and Workplace 
Relations（2012）は「専門技術ではないが、職場で有効に働くための技術」、と定義している。
日本では「個人が才能を発展させ、社会的職業的に独立するのに必要な能力」、と定義してい
る（文部科学省，2010）。
　Dyer et al.（2011）によれば大きく分けて二つの就業力が存在し、それはデリバリースキル
とディスカバリースキルである。彼らの言うデリバリースキルとは「分析力」、「計画力」、「几
帳面さ」、「実行力」、「規律的行動」であり、イノベーションに必要だと考えられるディスカバ
リースキルは「関連させる能力」、「質問力」、「観察力」、「ネットワーキング力」、「実験する能
力」の5つである。どのスキルも組織にとって重要なものであるが、より必要とされているス
キルはディスカバリースキルである。というのも、このスキルを持っている人材は少ないが、
「イノベーターのいない組織は10年と生き残れない」からである（Dyer et al., 2011）。就業力
と同様、イノベーションの定義も多岐に渡るが、例えば原田（2010）はイノベーションは単
に技術の革新という意味だけではなく、これまでのモノ、仕組みなどに対して、新しい技術や
考え方、ビジネスモデルを取り入れて新たな価値を生み出し、場合によっては社会的に変化を
起こす事を指す、と述べている。かつて多くの日本企業はイノベーティブであると考えられて
いたが、現在は以前程イノベーティブであるとは考えられなくなった（O’Gorman, 2012）。事
実、「過去のパフォーマンスから計算される」ビジネスウィーク誌のイノベーティブ企業ラン
キング（Dyer et al., 2011, p. 4）では、トヨタやソニー、任天堂等の日本企業がトップ20にコ
ンスタントに顔を出しているが（BusinessWeek, 2010）、フォーブス誌の現在そして今後どの
企業がイノベーティブになると考えられるかという投資家からの投票（イノベーティブプレミ
アム）により決定したランキングでは上記の日本企業はトップ50に一社も入っていない（Dyer 
et al., 2011）（ただし日本企業自体は、楽天やユニチャームを始めトップ100に11社がランク
インしている）。原田（2010）によると、多くの日本企業は元々オープンイノベーション型で、
欧米からの技術を導入し改良して生産販売を行っていた。つまり、まったく新しいものを発明
するというよりは欧米の基礎研究を応用し、商品化までのプロセスにおける付加価値の部分が
日本型のイノベーションであった。しかし1980年代以降、日本の経済成長と共に「産業競争
力の優位性に対し欧米から基礎研究ただ乗りとの批判が多く浴びせられ」、「研究開発費を拡大
し基礎研究所などを多数設立させて更に自前主義が強化されることとなった」（原田，2010, p. 
32）。だがその後、多くの日本企業はゼロからのイノベーションに対処出来なかった。日本企
業の規模の問題、過去の成功体験、バブル経済による株や土地への投資偏重によるR&Dへの
軽視など多くの要因が考えられるが、日本の文化や教育にその要因があると考えている学者も
いる。
　例えばFitzpatrick（2013）やO’Gorman（2012）は、日本人は文化的にデリバリー型で米国
企業と比較してリスクを取る傾向が少ない事を指摘している。またMcVeigh（2002）は日本
人がリスクを取らないという事実は、従順性を重視する日本の教育に起因する可能性もある、
と述べている。このような文脈の中で将来の就業者である学生をプロアクティブにするべく、
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日本でもALに対する注目度が高まった。既述のようにディスカバリースキルもデリバリース
キルも就業力と言えるが、ディスカバリー型のイノベーターを育成する事の方が、デリバリー
型のアドミニストレーターを育成するよりはるかに難しい（Dyer et al., 2011）。これは日本の
文脈においてはその文化性を考慮するとなおさらのことかもしれない（Nonaka and Takeuchi, 
1995; O’Gorman, 2012）。しかしイノベーションのみが唯一グローバル社会においてアウトソー
シングや機械化に対応出来る普遍的な抗体を持つと考えられている（Wagner, 2012）。
　Wagner（2012）は、200人以上に及ぶイノベーターへのインタビューの中で彼らがイノベー
ションを表現するのに「創造性 / 創造力」という言葉を使用しており、「イノベーションとい
う言葉を創造性という言葉に置き換えられる」（p. 22）と述べている。彼は続けて、「創造力
は専門技能、創造的思考能力、モチベーションの三つの相互関係の結果である」（p. 22）と述
べている。ハーバードビジネススクールのTeresa Amabileによれば、大学は伝統的に専門技能
を教えて来たがイノベーションにとって本当に大切なのはモチベーションであり、モチベー
ションこそが個人の実際の行動を決定する、と述べている。Wagner（2012）は特に創造的思
考能力について次のように述べている。「（創造的思考能力とは）良い質問をし、異なる情報に
関連性を持たせ、観察し、共感し、協力し、実験する事である」（Wagner, 2012, p. 23）。共感
の部分を除けば、これらのスキルや資質はDyer et al.（2011）のいうイノベーションに必要な
スキル及び資質と同一のものである。
　学者の中にはWagner（2012）やPeters（2008）をはじめ、ALが学生の創造性を高める、と
述べている者もいる。ではALを通してどのような創造力、しいてはイノベーティブスキルを
大学で培うベきだろうか。一つの答えとしてリサーチスキルが挙げられる。リサーチスキルは
社会人基礎力と重なっている部分もあるが、デリバリースキル（事務処理能力）というよりは
ディスカバリースキル（イノベーション能力）に近いと言える（図1を参照）。

図表1　大学で培うべきスキル

　社会人基礎力には社会人としてのあるべきイメージがあり（経済産業省，2014）、しばしば
デリバリー型の企業が求める「常識があり忍耐強く規律正しい人材像」が浮かび上がる。しか
しリサーチの目的は新しい発見を探求する事であり、先行研究の上に積み重ねつつも、今まで
の研究とは「違った新しい部分（価値）」が重要となる。
　Forsyth（2007, p. 461）は、イノベーションは「新しいデータ、新しい分析技術」及び、「良
い情報、明確な理論、多角的視点」を必要とするため、イノベーションとリサーチスキルの間
には強い結びつきがある、と説明している。またForsyth（2007）は、大学は「イノベーショ
ンを創造するのに有利な環境にあり、多様な思考を伴ったリサーチを行い、トランスファラブ
ルな解決法を見つけ出すのに適している」（p. 467）、と述べている。
　本稿ではALを活用してどのようにリサーチスキルが養成出来るかのかについて説明する。
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先行研究によると日本の大学教員は、自身がALの環境で教育を受けていないこともあり、授
業にALを取り入れる事に不慣れであったり、そのためのスキルを擁していなかったりする事
も多い（Ito, 2014a）。次節ではALとその問題点について考察し、筆者の授業である2014年度
前期「ビジネスプラニング実践」でALを通してどのようにリサーチスキルを育成し、評価を
行っているのかについて説明する。

アクティブラーニング

　Drew and Mackie（2011）が言うように、ALに普遍的な定義は存在しない。例えばGreene
（2011）はALを実際の経験を基にした「learning by doing」であると定義しているが、Ernst
（2011）は、ALは学生に学びへの参加を促してさえいればどのような方法でも構わない、と
述べている。Ernstの定義に従えば、学生が学習にエンゲージしている限りにおいて、講義や
読解ですらALになりうる（McWhorter, 2012）。しかしALはしばしば恊働学習もしくはプロ
ジェクト型学習（Problem/Project-based Learning: PBL）等で構成される事が多い（Herrmann, 
2013; Laverie, 2006; Prince, 2004; Wu et al., 2013）。
　恊働学習にはフリーライダーや他学生への依存等の問題はあるが、一般的には学生の学
びを促し（Ito, 2014b; Koohang and Paliszkiewicz, 2013）、学力を高め（Rutherford, 2012; 
Kawaijuku, 2014）、「現実にありうる状況」の中で作業する機会を与える（Hall and Buzwell, 
2012）、と考えられている。
　PBLにはグループワークによる問題解決など恊働学習に似た利点がある。例えばGokhan
（2013）は、PBLは社会的にインターアクティブな環境の中で学生が調査を行う等、問題解決
能力を養成するのに適切であると述べている。Hopper（2014）もPBLは問題解決能力や思考
能力、リサーチスキルを伸ばす事が出来ると述べている。従って、ALの手法は現実的な問題
を扱うという事も含め、特に就業力の文脈においてリサーチスキルの向上にふさわしいと言え
る。
　しかし、ALにも問題がない訳ではない。ALの問題点の一つにコースマネージメントの難
しさがある。学生に主体性を持たせる学びということで、クラスの中でも学生により多くのコ
ントロールを与えなければならない。これは、Drew and Mackie（2011）が説明しているように、
教員は自分たちがステージの中心にいる主役ではなく、脇役になる事を意味する。
　またもう一つの問題として挙げられているのが学生の学びのスピードである。ALは講義等
に比べ、教員から学生への知識のフローの量が限られるため、学ぶスピードが（知識の習得と
いう面で）スローになるのではないかという懸念がある（Peters, 2011, p. 467）。しかしALに
は学びが深くなるというポテンシャルもあり、知識の深淵化を目的としない講義と比較して、
学びのスピードを議論してもあまり有意義ではない（Drew and Mackie, 2011）。次節ではAL
を活用したリサーチスキルの育成を意識した2014年春学期のビジネスプラニング実践につい
て紹介し、コースを通してリサーチに関連したスキルがどのように向上したかについて検証す
る。
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ビジネスプラニング実践

　ここではALを取り入れた2014年春学期のビジネスプラニング実践について紹介し、コース
を通してリサーチに関連したスキルがどのように向上したかについて検証した。このコースで
は豊田市の環境政策に関連して豊田市の環境モデル都市としての取り組みが市民にどの程度広
く認知されているかに関する調査を行った。また集まったデータを分析し、2012年に行われ
た同様の調査のデータと比較し、認知度がどの程度変化したのかについても検証すると共にど
のように市民の認知度を向上出来るかについても提案を行った。授業では下記のALによりリ
サーチスキルの育成を図った。
　まず通常の担当教員の講義に加えて、豊田市職員の環境政策に関する講義、豊田市の環境政
策プロモーションにも関わった JTB職員のマーケティングに関する講義、豊田市と国際環境
フォーラムを開催する国連地域開発センター所長の持続可能な開発に関する講義を行った。全
ての講義にQ＆Aセッションを設定し、全14回の授業で合計5回以上発言しなかった学生は
パス出来ないというルールを設定した。
　次に豊田市の環境政策のテーマに沿って5つのグループを形成し、プレゼンテーションの準
備及び発表、アンケート調査のための質問表やコース最終日に行う確認テスト問題の考案作成
を行った。学生自らが試験問題を考案作成する事には賛否両論あるかと思うが、ALの中で確
立されている手法であり、学生の主体的学びを促す他に、教員には考えつかないような創造的
な試験問題も出てくるのでイノベーティブ人材育成のための教育にはふさわしいと考えられる
（Ito, 2014b）。PBLでは豊田市の環境政策の認知度調査やその環境政策の促進への提案を行う。
リーディングとライティングにおいてはチーム毎に（ただし評価は個人毎に）文献研究レポー
トに関する評価を行い、学生はアンケート調査実施後、その結果分析と環境政策促進への提案
を行った。

リサーチスキルの評価

　このコースにおけるリサーチスキルの評価方法には学生による自己評価と教員による他者評
価の二通りがある。グループプレゼンテーションに関しては他の学生によるピアレビュー評価
もあるが、リサーチスキルの評価とは一線を画するのでここでは考慮しない。
　学生の自己評価は、彼らのリサーチに関連したスキルがコースの初めと終わりでどのように
変化したのかを経済産業省の作成した社会人基礎力シートの項目でチェックする。ただし、
十二ある社会人基礎力の項目のうち、リサーチに関連した七つのスキル及び資質を抜粋し、ア
レンジを加えた。これらのリサーチスキルは、1）アジリティー、適応力、イニシアティブ、2）
リスクを昌す資質、3）協働力、4）問題解決能力、5）批判的思考能力、6）好奇心と創造力、
7）ライティング能力、である。
　学生は彼らのリサーチスキルを最高は5、最低は1の5段階でチェックする。調査結果の節
ではコース初めの平均点、コース終わりの平均点、その平均の差点及び標準偏差を計算した（表
1）。またその差が統計学的に有意かどうかを確認するためにpaired samples t-testを行った（表
2）。
　教員は主に文献研究及び調査結果分析レポートを基に学生のリサーチスキルの変化を測定し
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た。評価ツールとしてYoung and Wilson（2000）によって開発された ICEルーブリックを使用
した。ICEの“I”は Idea、“C”はConnection、そして“E”はExtensionである。Ideaとは新
しい学びに必要な知識や情報を意味する。Connectionには「内容」と「個人的意味形成」の二
つのレベルがある。前者は異なるアイデアの関連性を把握する事が出来、後者は既に持ってい
る知識を新たな学びに結びつける事が出来る。Extensionは既存の知識を異なる文脈において
応用する能力でイノベーションを導く力とも言える。例えば新しく遭遇した問題に対して具体
的な解決法を提示することは ICEのEの段階である。ただし ICEもルーブリックであるため、
評価判断が主観的にならざる負えない部分はある（Bloxham et al., 2011）。

結果

表1　リサーチスキルの評価（One-sample t-test）

能力と資質 Mean Std. Err. P-value

1　アジリティ、適応力、イニシアティブ 0.250 0.132 0.035
2　リスクを冒す資質 0.071 0.162 0.332
3　恊働力 0.143 0.151 0.178
4　問題解決能力 0.250 0.167 0.074
5　批判的思考能力 0.000 0.178 0.500
6　好奇心と創造力 0.214 0.149 0.081
7　ライティング能力 0.214 0.149 0.081

　結果としてアイテム5（批判的思考力）を除く全ての調査に関連する能力が向上した。この
変化の統計学的優位性を検定するためpaired t-testを行った。Paired t-testによるとアイテム1
（アジリティ，適応力，イニシアティブ）の変化はp＜0.05のレベルにおいて統計学的に有意
であり、アイテム4（問題解決能力）アイテム6（好奇心と創造力）、アイテム7（ライティン
ク能力）の変化はp＜0.10のレベルにおいて有意であった。
　コース初期において、学生の文献研究のレポートの質は事実に関する情報を書き出しただけ
の ICE評価モデルでいう「I」の段階にとどまっており、文献に対する分析も批評もない状態
であった。しかし、豊田市の環境政策認知度調査を行った後の文章では多くの学生のレポート
は「C」の段階のものであった。例えば多くの学生は分析レポートの中で豊田市民の環境政策
認知度を更に高める提案を行った。

分析レポートの例：
　アンケート結果から導きだせる結論（推論）と、認知度が低いテーマに関してどのように認
知度を上げる事が出来るか、アンケート結果に基づいて自分なりの提案をしてください。また
アンケートや調査自体の欠点や限界等も既述してください。

車の販売店等に「豊田市は環境モデル都市、あなたも環境保全に貢献しませんか？」などのポス
ターを貼ることでハイブリッドカーの購買を促進させる。
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もし子供が学校で豊田市の環境政策を調べるのにエコフルタウンに家族と行くという宿題を出せ
ば家族や兄弟と一緒に行く事になり、子供だけでなく大人も豊田市の環境政策に興味を持つので
はないか。

この学生のレポートのこの箇所はCの段階と言える。特別新しい提案をしているわけではな
く、実際豊田市の小学校では社会見学の一環として全ての四年生を夏休み前にエコフルタウン
に行かせているが、この学生の提案は具体的かつ現実的である。大学のカリキュラムとして学
生をEレベルに育成するのは、後に述べるNUCBフロンティア力育成講座の役割である。

ディスカッション

　本稿では普遍的な就業力とはディスカバリースキルであり、大学で育成出来るディスカバ
リースキルの一つにリサーチスキルがあることを述べた。また本稿では2014年度前期の「ビ
ジネスプラニング実践」がどのようにリサーチスキルの向上を促進したのかに関しても検討を
行った。社会人基礎力評価シートのリサーチスキルに関連した項目と ICE評価モデルの結果か
ら、「ビジネスプラニング実践」がリサーチスキルのいくつか、特にアジリティ、適応力、イ
ニシアティブの向上においてプラスに作用したことが分かった。と同時に、リサーチスキルの
中でも重要な批判的思考能力は変化していなかった。この点においては今後注目していくべき
課題である。もちろんこういったリサーチスキルは一つの授業のみで劇的に育成出来るもので
はなく、組織的に行わなければならないものである。
　組織的にリサーチスキルの育成を通してイノベーティブ人材の育成を行っている大学の中に
米国マサチューセッツ州のオーリン大学がある。オーリンは工業大学ではあるが、リベラル
アーツの要素をふんだんに取り入れており、ビジネスや芸術のコースも専門に関連した形で
「今自分が行っている作業が他のコースでやった事とどう関連しているのかを常に考えさせる」
（Wagner, 2012, p. 175）。ほとんど全ての授業に問題解決を想定したチームプロジェクトが組ま
れており、学生は（ICE評価モデルでいう）自分の IdeaをConnection、そしてExtensionへと
発展させるためのコースを自分で選ぶ。Wagner（2012）が言うようにオーリンでは「学生自
身の興味と情熱を追求し、更に深い目的へと進む機会が与えられている」（p. 177）のである。
　しかしオーリンのモデルを追従する事は、特に日本の大学ではカリキュラムの違いもあり難
しい。通常、米国の大学生が一コマ180分の授業を1学期（もしくは1クオーター）に3～4コ
マ履修するのに対し、日本の大学生は一般的に1コマ90分の授業を1学期に10コマ程度履修
する。日本の大学の教員が自身の1コマ90分の授業でオーリンのような授業を実施するのは
時間の制限もあり難しい。また学生が1学期10コマ履修しているということは、教員は自分
の授業に対する学生の勉強時間の配分は理論的には10分の1という事も考慮してアサインメ
ントの量も調整しなければならないということになる。また多くの日本の大学の授業は名前や
分野が同じ、もしくは似ていてもそれぞれに深い相互関連性を持たない事が多い。従って多種
多様に見えるようでも、異なるコースの関連性がないため、学生はある授業で得た知識（Idea）
を他の授業で得た知識と関連させ（connection）、発展させる（extension）という作業が出来
にくい状況にある。
　日本の大学生が1学期に10コマ程度、相互関連の薄い授業を取り続けることにより、彼ら
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の学びが表面的なものになりやすい一方で米国の大学生はより少ない、相互に関連した授業を
履修するためより深い学びのアプローチを取る事が出来る。これはもちろん米国の大学生が一
学期に履修する授業が全て相互に関係しているという意味ではない。例えば大学一年生が最初
の学期に履修する「Statistics 101」は、同じ学期に履修する他のコースと必ずしも相互に関連
している訳ではない。しかし次の学期以降で「Statistics 102」といった更に進んだコースを履
修する事が出来る。こうする事により、1つ1つの授業で何を学ぶかという「点」が、大学4
年間で何を学ぶのかという「線」になるのである。以上の事から日本の大学生の学びを深める
方法として次の事が提案できる。
1） 各学期毎に履修出来るコースの数を4～5コマ程度に減らし、コース毎の単位数を2から4
に増やす。この変更に合わせて一コマの時間を90分から180分に増やすか、90分の授業
を週に二回行う。仮にある学生が1学期に4コマ履修したとすれば1年間に32単位取得出
来る。この計算で行くと4年間で128単位を取得することが出来る。4年時における就職活
動を考慮して3年間で卒業に必要な単位をほぼ取得したい場合は一学期に5コマ履修すれ
ばよい。履修するコースのコマ数が減る事による勉強時間の減少を心配する声もあるかも
しれないが、米国の大学生は履修するコマ数が少なくても日本の大学生の何倍も勉強する
（辻，2013）。個人的にはクオーター制が良いと感じている。1クオーターで3～4コマ（1コ
マ4単位）程度履修し、学生も一つ一つの授業に集中し深く学ぶ事が出来る上に、教員も
学生に対してかなりの努力を要求出来る。また10週でサイクルが一周するため、間延びし
ない。ただし、米国でも主流はセメスター制で一学期4コマを履修するのが一般的である。
これはPBLやペーパーの質量を充実させるために十分な時間を確保するためである。

2） それぞれのクラスの内容を関連づける。名古屋商科大学の例で言えばビジネスプラニング
実践は元々地域概論（初級）とNUCBフロンティア力育成講座（上級）の間に位置するい
わば中級コースであった。ビジネスプラニング実践を履修する学生の多くは地域概論を通
して豊田市を含む愛知県の地域の概要に関してそれなりの知識もしくはある種の親近感を
持っている。そのため、その知識をビジネスプラニング実践やNUCBフロンティア力育成
講座に応用出来る。仮に地域概論履修時に学びが定着していなくても、ビジネスプラニン
グ実践やNUCBフロンティア力育成講座を通して地域概論で学んだ知識が深淵化されてい
く。理想としては全てのコースが初級＞中級＞上級という形か、ナンバリング（例えば統
計学101A、101B、102A等）という形で関連しているのが望ましい。そうする事で Ideaが
よりConnectしやすくなり、最終的にイノベーションを生み出すExtensionへとつながって
いく。もちろんカリキュラムの変更に関してはそれぞれの大学だけでなく文部科学省の理
解も得られないと難しい。ALを活用して日本の未来を背負うイノベーティブ人材を育成
するためにも、このカリキュラムの問題に取り組んでいかなければならない。
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